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（論文題名） 

地場ゼネコンにおける長時間労働問題の分析と解決案―株式会社田中組の事例研究― 

 

（内容の要旨） 

本研究は、地場ゼネコンが直面している長時間労働問題に焦点を当て、その原因分析

と解決策を提示したものである。研究対象として筆者の事業承継企業の青森県十和田市

に拠点を構える地場ゼネコンである株式会社田中組を取り上げ、フィールドワークを通

じて長時間労働の構造的要因を分析する。 

予備調査として田中組 建築部の勤務実態を調査したところ、直近の勤務状況におい

ても大幅な時間外労働が発生していることが判明した。追加調査として 2024 年 6 月か

ら 8 月にかけて計 8 件の現場同行調査を実施した。その結果、勤務時間の大きな割合

を書類作成業務時間に費やしていることが明らかになった。 

これに対し、河野ら(2007)の間接事務作業の改善フレームワークを基礎としながら、

業務の目的に着目した新たな改善フレームワークを提案することで長時間労働環境を

より効率化することを考えた。このフレームワークは、(1)業務目的の特定、(2)必要最

小限の業務プロセス設計、(3)実務レベルでの検証、(4)リスク対策の検討、(5)目的追加

の評価という 5 つのステップで構成される。従来の業務改善手法を基礎としながら業

務の目的という視点を加えることで、最適な業務設計を行うことができる点が本フレー

ムワークの特徴である。 

事例研究として、田中組における出来高報告書と工事原価報告書の作成業務に本フレ

ームワークを適用した。これらの書類は部署横断的に使用され、特に若手社員の業務負

荷が高い重要書類である。フレームワークの適用により、作業工程を 26 工程から 5 工

程に削減し、業務期間を約 22 日から約 3-5 日に短縮できる可能性が示された。 

本研究を通じて、業務プロセスの目的を明確化し、目的に焦点を当てた業務設計を行

うことで、既存の複雑な業務を簡素化できることが実証された。一方で、現状の複雑な

業務プロセスには従業員の経験や知見が凝縮されており、これらを考慮せずに一方的な

改善を進めることは避けるべきという示唆も得られた。このことから、本フレームワー

クの実務への適用においては、まずは従業員が課題意識を持つ業務から着手し、段階的

に展開していくアプローチが有効であると考察する。 

 

 


